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3 章では重度身体障害者の在宅介護時間の分析を、第 4 章では老人介護施設職員の業務時間の分析を








第 1 章 タイムスタデイ調査による介護研究の動向と本論文の課題
1 .章の構成
タイムスタデイ調査には、①経営学のインダストリアル・エンジニアリングと、②生活時間の把握を
通して個人の行動や社会の状況を理解しようとする研究(以下「生活時間研究J) 、の 2 つの系譜が存在
する。本論文で取り上げる 2 つの調査のうち、どちらかというと第 4 章の分析は①の系譜に、第 3 章の




点を指摘した。ここでは、経済学的時間研究(タイプ 1 )と生活時間研究(タイプlli) の原型にそれぞ
れ近いものと、両者を折衷したもの(タイプII) の 3 タイプに分けて整理を行った。
第 4 節ではタイムスタディ調査のタイプ別に見出された問題を解決するための手がかりを、国内外の






































































第 3 章 タイムスタデイ調査の分析①:重度身体障害者の在宅介護時間
1 .章の構成
この章の目的は、重度身体障害者の在宅介護の時間的特徴を明らかにするとともに、必要介護時間を
算定することである。調査対象となったのは代表的な重度身体障害の l つの脊髄損傷の障害者である o
NPO 法人「日本せきずい基金」のニュース送付者を対象に、大規模統計調査(有効回答数675名)、及
び 5 分間隔目盛りの時間日記式タイムスタディ調査 (53名)を実施した。回答者の中心層は青壮年男性
である。























①障害度別・介護領域別の直接介護時間の計測: 3 つの障害度グループについて、「生命維持J r基本
的生活J r生活の質」の介護領域別に、平均時間を算出した。
②「必要」の評価基準の設定:標準的な介護時間としてどの程度を必要とするかは、価値判断を含む











第 4 章 タイムスタデイ調査の分析②:老人介護施設職員の業務時間
1.章の構成
この章では老人介護施設におけるタイムスタデイの事例分析から、介護職員の適正配置を検討するこ
とを目的とした。調査対象となったのは S 特別養護老人ホーム(以下 rs ホーム J) の介護職員延べ27
名であり、ストップウォッチ法による時間計測が行われた。

































る l 居住棟を想定した介護システムである。職員数は午前・午後ともに同人数の 2~4 人の体制に加え
て、午後から職員が増員となる場合 (2.5人、 3.5人)についても分析した。








る。第 2 節では本論文における「基本命題」を再考し、第 3 節では 2 つの調査分析の成果や今後の課題、
利用可能性について述べた。









































第 4 章の S ホームにおける業務時間の分析によって適当と判断された介護職員数から、介護保険法
による職員配置基準の評価を行った。シミュレーション分析では、 S ホームの入所者25人に対して必要
な棟担当の介護職員数を 4 人と結論づけた。他の業務を担当する介護職員も加え、交代制勤務であるこ
とを考慮すると、適正配置は控えめにみても、「介護職員:入所者= 1 : 2.3J 程度となった。
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第 1 章および第 2 章では、先行分野である作業動作研究および生活時間調査における研究を概観し、
第 l 章では主として理論と方法論について、第 2 章では調査・分析方法について検討を加えている。続
く第 3 章および第 4 章は、筆者が行ったタイムスタデイ調査の分析であり、第 3 章では重度身体障害者






義したことである。これは主に第 3 章の分析にかかわる。ここでの「必要j とは、個々人が欲する主観
的な需要 (demand) ではなく、公的サービスとして保証すべき必要 (needs) である。そのために個
人の社会生活への統合度を示す「参加の段階」指標 (I ~N) を作成し、一定水準以上の参加が達成で
きるような介護時間を、客観的に「必要」と判定することを提案している。
第 2 に、介護施設職員の業務時間を集団・組織レベルで分析するためのモデルとして、「プロセス・
組織モデル」を考案したことである。これは主に第 4 章の分析にかかわる。このモデルは、これまでの
作業動作研究における「加法・個人モデルJ のように個人の個別的業務時間の総和として組織をとらえ
るのではなく、個別の業務はそれぞれ間隔、手順、優先度をもち、職員の数と配置によって介護の量と
質とが決まってくるととらえようとするものである。さらに筆者は、このモデルを操作化することに
よって、職員数およびその勤務シフトの変化が介護の内容にもたらす変化について、シミュレーション
分析を行っている。
以上の点は、これまでの研究がもっていた限界を打破する貴重な成果であるが、本論文は全体として
タイムスタデイ調査の水準を大きくヲ i き上げるものとなっており、社会福祉研究分野のみならず、社会
科学における調査分析法、政策科学のありかたに関しても大きな貢献を行うものと評価できる。
よって、本論文の提出者は博士(文学)の学位を授与されるに充分な資格を有するものと認められる。
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